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地域医療構想策定ガイドライン等
に関する検討会

座長：遠藤久夫・学習院大学経済学部長





地域医療構想策定プロセス

構想区域の設定

構想区域における
医療需要の推計

地域医療構想調整会議で

医療提供体制（必要病床数）
を協議



課題①
構想区域の設定



構想区域の設定
• 構想区域とは2025年を見据えて、「地域における病床の機

能分化及び連携を推進するための基準として厚生労働省令
で定める基準に従い定める区域」のこと

• 地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会（座長：遠
藤久夫・学習院大学経済学部長 2014年10月17日）

• 「現状の2次医療圏は、さまざまな課題を持っているとはいえ

、他に代わる有効なものがあるわけではないので、これをベ
ースにし、4つの要素を勘案するという、厚労省の提案がお
おむね認められたと思う」

• 「4つの要素」
– （1）人口規模

– （2）患者の受療行動（流出率・流入率）

– （3）疾病構造の変化

– （4）基幹病院までのアクセス時間等の変化



地域医療構想と構想区域の設定

• 構想区域

–「地域における病床の機能分化及び
連携を推進するための基準として厚
生労働省令で定める基準に従い定め
る区域」

• 医療法
•二次医療圏

–入院医療を完結する圏域



構想区域に二次医療圏が適切か？

• 2次医療圏単位で「構想区域」の設定を想定

• しかし現状の2次医療圏がそもそも妥当か？

• 前回医療計画見直しの際、2次医療圏見直し

（地方の小規模医療圏見直し）を行おうとした
が進まなかった経緯がある

• 2次医療圏見直し

–人口２０万人未満で、流出率20％以上、流入率
20％未満の医療圏を見直すことになった

– 87医療圏が対象、しかし実際には３県の医療圏
しか見直されなかった



医療計画見直し等検討会

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授

• 神野 正博 全日本病院協会副会長

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事

• 末永 裕之 日本病院会副会長

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学
院教授

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長

第１回検討会
2010年12月17日



医療計画見直しの方向性

• ①医療圏見直し
– 人口20万人未満、流出率20％以上、流入率20％未満

• ②数値指標の見直し

• ③精神疾患を５疾患目に追加

• ④医療従事者の確保に関する事項

• ⑤災害時における医療体制の見直し

• ⑥在宅医療に係わる医療体制の充実・強化



人口20万人未満、流出率20％以上、流入率20％未満

結局、長野県は見直しを
行わなかった





見直しをしない理由
～都道府県アンケート調査～

• 「見直す必要がない」（8府県、5府県は見直し対象圏域を含まない府県）

• 「（見直しの）メリットがない」（4県）

• 「医療資源の確保がより困難になる」（4県）

• 「（見直しの）時間がない」（2県）

• 「2次医療圏に関連づけられた拠点病院の指定などに影響が出る」（２県）

• 「地域医療再生基金など進行中の事業計画に影響が出る」（２県）

• 自由回答

– 「見直しに伴い患者の利便性が低下するとの懸念から関係団体の理解が得られ
ない」

– 「地域特性を考えると医療圏の合併は医療サービスの低下を招く恐れがある」

– 「医療圏の中核病院の維持・強化が必要」「現医療圏での課題に取り組み、患者
の流出入を解消することが住民に望まれている」



医療圏見直しの課題
• 次回医療計画で２次医療圏の再設定

–人口規模が大きく、流入型の医療圏を中核として、医
療圏を統合してはどうか？

• 新たな見直しコンセプトと基準を設定する

• キーワードは「集中！」

• 前回は人口規模の小さい医療圏の見直し

• これからは人口規模の大きい医療圏に周辺医療圏を統合
する。このため中核医療圏を指定してはどうか？

• 中核医療圏の指定基準を作ってはどうか？



熊本県





地域医療構想調整会議

• 地域医療構想策定ガイドラインに関する検討会（2014年11月
21日）

• 地域医療構想調整会議
– 地域医療構想（ビジョン）に関する「協議の場」

– 議事、開催時期、設置区域、参加者の範囲・選定、参加の担保、合意
の方法・履行の担保

– ①病床機能と病床数、②病床機能報告制度の情報共有、③地域医療
介護総合確保基金に関する都道府県計画、④地域包括ケアや人材の
確保、診療科ごとの連携などビジョン達成の推進

– 構想区域

• 都道府県知事が適当と認める区域での設置、複数の調整会議を合同開催
、議事に応じて地域・参加者を限定した開催、既存の会議対を活用した開
催

• ビジョンは最終的には医療審議会が最終決定





課題②必要病床数の設定



医療需要から
病床機能別病床数を推計

• 地域医療構想策定ガイドライン等に関する検
討会（2014年10月31日）

– 1日当たりの「医療資源投入量」の多寡で医療需
要（患者数）を推計→病床機能別病床数を推計

• DPCデータとNDBから、患者に対する個別の診療行為を

診療報酬の出来高点数に換算して入院日数や入院継
続患者の割合などと比較して医療資源投入量を算出

• 医療資源投入量（1日あたり入院医療費から入院基本

料とリハを除いた出来高部分、医薬品、検査、手術、処
置、画像など）

• 医療資源投入量の高い段階から順に、高度急性期機
能・急性期機能・回復期機能・慢性期機能の4つの医療
機能を位置付ける



医療介護情報の分析・検討ワーキンググループ（松田教授）資料

医療資源投入量を用いた
病床機能区分別の医療需要の推計方法（１）













長野

高知（最高値）

最高値の高知は最低値の6倍



医療重要から病床の必要量（必要病床数）を推計する



委員からの意見

• 「入院基本料を除いた医療資源投入量の推
移のみで病床機能区分ごとに医療需要を推
計することが妥当か？」

–入院基本料（平均在院日数、看護師数、重症度・
看護必要度など）

• 「高額の薬を使うことで投入量が多くなる一方
、医療従事者の評価がなされていない」

–抗がん剤使用が高度急性期？

• 「患者像や重症度医療・看護必要度が反映さ
れていない」



委員からの意見

• 療養病床の入院受療率による推計

– 「そもそも療養病床と在宅医療を一体的に考える
こと自体が妥当とは思えない」

• 療養病床にも人工呼吸器装着患者は多い

– 「一般病床や在宅医療の利用状況も含めてトー
タルに需要を把握する必要ある」



これまでの基準病床数算定式は
どうなる？



これまでは全国統一の病床数算定式
これからは地域別病床数算定方式

全国統一方式の算定式は

廃止する？ 共存させる？



課題③ 地域経営統合







連携ネットワークから統合ネットワークへ

• 地域連携ネットワーク（現状）

– 経営主体の異なる医療機関・介護福祉施設の連携

– 医療計画における連携推進
• 疾病別・事業別ネットワーク

• 地域統合ネットワーク（今後）

– 経営主体の異なる医療機関、介護福祉事業体等を経営
統合した事業体を形成→IHN（Integrated Healthcare
Network)

– IHNとは
• 50km~100Km医療圏に急性期病院、回復期リハ、慢性期病院、
診療所、介護施設、在宅医療・介護

• 売り上げ規模1000億～2000億円規模の統合ネットワーク

• 保険者、物流、医療人材、情報の統合ネットワークを形成

• 医療人材養成機関（大学）を併設あるいは連携



地域連携ネットワークから地域統合ネットワークへ

Ｊk

地域統合ネットワーク

共同購入クラウド
電子カルテ

日本版ＩＨＮ
半径５０Ｋｍ~１００Km 圏内に急性期病院、

回復期リハ病院、慢性期病院、診療所、
介護福祉施設、大学の統合ネットワーク
（ＩＨＮ）を形成、売り上げ1000億～2000億
円規模

非営利ホールデ
イングカンパニー

今後



１つの広域医療圏で設立する
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IHNモデルの代表
センタラ・ヘルスケア

• センタラヘルスケア
– センタラ・ノーフォーク総合病
院を中核とし、半径100キロ
メートルの医療圏に約120の
医療関連施設を保有する複
合事業体

– 総合病院と小児専門病院な
どの専門病院を中核として医
療機関を経営統合

– 医科大学を併設
– 開業医ネットワークとの連携

– 機能の重複を上手く避けて、
互いに補完し合っている

– 規模のメリットを追求

ノースフォーク バージニア州
センタラヘルスケア



医療法人の事業展開等に関する検討会







地域医療連携推進法人制度











病床融通特例

200床 200床

350床

50床

病床過剰
地域でも

OK



総務省は
慎重意見

一部の大学
は積極的



岡山大学 森田 潔

岡山大学メディカルセンター構想
～岡山における医療・福祉サービス提供体制の効率化と地域経済活性化の実現～

平成26年3月28日
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（２） 岡山大学メディカルセンター構想の概要

国立大学法人岡山
大学

意思決定機関

岡山市
独立行政法人

労働者健康福祉機構
日本赤十字社

社会福祉法人

恩賜財団済生会
独立行政法人

国立病院機構

OUMC
岡大病院

OUMC
岡山市民病院

OUMC
岡山労災病院

OUMC
岡山日赤病院

OUMC
岡山済生会病院

OUMC
国立医療センター

岡山21世紀型地域ネットワーク

岡山大学メディカルセンター

Okayama University Medical Center (OUMC)
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Mayo Clinicを核にした医療産業集積

55

ﾐﾈｿﾀ大学

医学部 ＋ 各種研
究機能

ﾐﾈｿﾀ州政府

産業振興政策

Bio Business Alliance of Minnesota 

Minnesota Angel Network

Life Science Alley

ﾊﾞｲｵ・医療関連加盟企業 755社

Mayo Clinic Health 
System

（別法人の地域医療ﾈｯﾄﾜｰｸ
）

1992年設立
医療圏内ｺﾐｭﾆﾃｨ数 70
参加医師数 900名

Mayo Clinic
＜2012年12月期＞

収入 88億ﾄﾞﾙ
経常利益 4億ﾄﾞﾙ（同率4.5％）

研究への拠出6.3億ﾄﾞﾙ
医師以外の職員数 53,600名

医師・科学者4,100名＋研修医3,450
名

Mayo Medical School
（別法人の医科大学）
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米メイヨー・クリニック
のような巨大ヘルス
ケア提供機関を作る
ための持ち株会社制
度などを通じて医療
分野の発展を促す

2014年1月22日ダボス会議



非営利HD法人の課題は
さらなる税制優遇や補助金誘導

地域医療構想実現の

一手法として位置づけることが重要



もう一つの大きな課題
精神科病床32万床の将来ビジョン

医療計画に精神疾患が加わった。

地域精神科医療構想が必要なのでは？

地域医療構想にお
ける精神科病床の

扱いは？



パート２
2016年診療報酬改定への

３つの課題

入院医療等調査評価分科会より



入院医療等調査評価分科会

2015年4月30日第一回分科会

http://www.google.co.jp/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=newssearch&cd=1&cad=rja&uact=8&ved=0CBsQpwIwAA&url=http%3A%2F%2Fwww.cabrain.net%2Fmanagement%2Farticle%2F45593.html&ei=KPRPVbv5GaG4mAWfsICQDg&usg=AFQjCNHJjbSi_Y1IhEEO5tnFPa4S5tyWSg
http://www.google.co.jp/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=newssearch&cd=1&cad=rja&uact=8&ved=0CBsQpwIwAA&url=http%3A%2F%2Fwww.cabrain.net%2Fmanagement%2Farticle%2F45593.html&ei=KPRPVbv5GaG4mAWfsICQDg&usg=AFQjCNHJjbSi_Y1IhEEO5tnFPa4S5tyWSg






診療報酬による病床機能分化
～ワイングラス型からヤクルト型へ～

高度急性期に
残れるのは18万床

7対１、10対１
一般病棟の
一部は亜急性期へ

療養病床から
亜急性期へ



次期報酬改定へ向けての
3つの課題

課題① 7対１病床のさらなる削減

課題② 地域包括ケア病棟のさらなる増加

課題③ 慢性期病床の見直し



課題①7対１病床の更なる削減





36万床





①特定除外制度の見直し



3.7% ,
6.5% 



32% 
no



②重症度、医療・看護必要度の見直し



短期滞在手術・検査は
1入院包括になる！

④



1.5万床の
減少



7対1要件

の更なる
厳格化



課題②地域包括ケア病棟の
さらなる増加



地域包括ケア病棟

• 地域包括ケア病棟の役割・機能
–①急性期病床からの患者受け入れ

• 重症度・看護必要度

–②在宅等にいる患者の緊急時の受け入れ
• 二次救急病院の指定や在宅療養支援病院の届け出

–③在宅への復帰支援
• 在宅復帰率

• データ提出
– 亜急性期病床の果たす機能を継続的に把握する必要性を踏まえ、
提供されている医療内容に関するＤＰＣデータの提出





2.46万床





在宅療養後方支援病院
地域包括ケア病棟の例

日慢協 武久洋三氏



平成２４年４月２日開院

全室個室200床

回復期リハビリ病棟 95床

診療科目

内科、整形外科、リハビリテーション科

診療時間

午前9時〜正午

医療療養病床 105床

長期急性期病床 56床
長期慢性期病床 49床

地域包
括ケア
病棟

地域包括ケア後方病院？



長期急性期病床

• 急性期治療を終えた患者様を早期（１〜２週間）に受け入れる
• 積極的な治療とリハビリにより早期退院を目指す
• 在宅療養や施設入所患者様の状態悪化時の後方支援病床
• 看護配置は15:1（通常の療養は20:1）→10対１
• 目標平均在院日数は2ヶ月
• 在宅復帰率 ７０％

長期慢性期病床
• 長期急性期病床での治療で状態が安定した患者
• 入院前から長期療養が必要と分かっている患者
• 長期急性期病床と同様に積極的な治療とリハビリにより退院を目指す

2つのタイプの療養病床

地域包括ケア病棟



PICC・CVカテーテル挿入

嚥下造影

内視鏡検査（経鼻・経口）

中心静脈リザーバー挿入術

胃瘻造設術

VE検査

実施可能な手技・検査



リハビリテーション

回復期

長期急性期

PT 57名
OT 17名
ST 8名

9単位/日 24時間365日

1〜2単位/日

集団リハビリ・レクリエーション長期慢性期

合計 82名

地域包括ケア病棟
2単位必須



課題③慢性期病床の見直し











パート３
地域包括ケアと在宅医療・介護連携



地域包括ケアシステムとは

介護が必要になっても、住み慣れた地
域で、その人らしい自立した生活を送
ることができるよう、医療、介護、予防、
生活支援、住まいを包括的かつ継続
的に提供するシステム
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

２０２５年の地域包括ケアシステム
の姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療

介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、重度な要
介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようになります。

○ 認知症は、超高齢社会の大きな不安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高
齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差を生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域

の特性に応じて作り上げていくことが必要です。

認知症の人

平成２５年 地域包括ケアシステム
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94



地域包括ケアシステムでは
医療と介護の連携が課題

I

医療と介護の連携



医療職

脳梗塞で右麻痺
が・・・

福祉職

医療職と介護・福祉職とでは、見え方、考え方、モデルも異なる
国際医療福祉大学高橋泰教授講義スライドより

身体の中の病態像に
着目し、本人の疾病改善
を重視

日常生活の障害に
着目し、本人の気持ち
や生活の質を重視

「疾病モデル」 （「障害モデル・生活モデル」）

医療と介護福祉ではモデルが異なり情報もレセプトも異なる

国際疾病分類（ＩＣＤ）
国際生活機能分類（ＩＣＦ）

医科レセプト 介護レセプト×
医師意
見書



医療と介護のギャップと連携

• 医療と介護・福祉は制度も違う、職種も違う

• 医療と介護・福祉は、言葉も違う、文化も違う

–医療は国際疾病分類（ＩＣＤ）

–介護福祉は国際生活機能分類（ＩＣＦ）

• 医療と介護・福祉の情報ギャップ、コミュニ
ケーションギャップを埋めるための情報連携
が必要

• レセプトも医科レセと介護レセで異なる

–両者を結ぶのは医師意見書のみ









医療福祉連携講習会
～医療と介護福祉を結ぶ人材研修～

日本医療マネジメント学会



医療福祉連携講習会
学会認定「医療福祉連携士」

• 日本医療マネジメント学会は学会認定
の医療福祉連携士制度を創設した

• 目的
–地域の急性期医療機関から在宅までの切れ目
のないサービスを効率的に提供し、

–患者にとって最適な連携を推進するため、

–医療と福祉を連携コーディネートする「医療福祉
連携士」の育成と認定制度を創設する



医療福祉連携士

• 病院などの地域医療連携室や、地域の包括支
援センターで連携業務に従事するスタッフを対
象にした初めての学会認定制度

• 2011年からスタートし、現在までに学会認定の
初の「医療福祉連携士」がこれまで200名が誕生

• 全国ではじめての医療と福祉の連携コーデイ
ネーター制度

• スーパー連携士、スーパーケアマネをめざす制
度



研修科目（共通科目）

○講義
１地域医療連携概論
２医療政策・関係法規概論
３診療報酬制度概論
４福祉連携論
５ケアマネジメント論
６病院運営概論
７医療情報システム概論
８クリティカルパス概論
９ クリティカルパス演習Ⅰ
10クリティカルパス演習Ⅱ

11 地域連携クリティカルパス概論Ⅰ
12 地域連携クリティカルパス概論Ⅱ
13 地域連携クリティカルパス演習Ⅰ
14 地域連携クリティカルパス演習Ⅱ
15 在宅医療概論
16 カウンセリング概論

○地域連携の実習
１地域医療連携実習
２地域連携クリティカルパス実習

○フォローアップ研修

＊座学１コマ ：９０分 実習１コマ：６時間

＊すべての座学と実習を履修すること。



専門科目

医学系科目
○座学
１臨床医学概論Ⅰ
２臨床医学概論Ⅱ
３臨床医学概論Ⅲ
４臨床医学概論Ⅳ
５臨床医学概論Ⅴ
６臨床医学概論Ⅵ
７臨床看護概論
８地域看護概論
○実習
１臨床医学実習Ⅰ（急性期病院）
２臨床医学実習Ⅱ（回復期病院）
３臨床医学実習Ⅲ（地域診療所）
４保健行政実習（保健所、保健センター）

社会・福祉系科目
○座学
１医療福祉論
２精神保健福祉論
３退院支援論Ⅰ
４退院支援論Ⅱ
５地域移行支援論
６福祉制度論
７福祉施設論
８在宅介護論
○実習
１介護療養型施設実習（入所施設）
２在宅福祉実習（地域包括支援センター）
３福祉行政実習（福祉事務所、自相等）
４居宅介護支援施設実習

＊座学は全て、実習は２つ以上を履修すること



認定試験

• 受講資格者が学会が主催する研修会におい
て、必要な科目を履修することにより、受験資
格を得る。

• 学会以外が主催する研修会や講義の一部を
学会主催の科目として認定することもできる。

• 受験希望者は個別に学会に受験資格の認定
を受けるために必要な手続き（書類等の提
出）を行う。

• 認定試験は受験資格にかかわらず、全ての
科目から出題される。



研修日程と場所

• • •研修場所

–日本医科大学教育棟2階（東京）、実習は各地

• 研修日程

– 5月16日から11月18日の間の土日、10日間

–共通科目

–医療系科目

–福祉系科目

–課題講習

–施設実習



目指そう、医療福祉連携士！

詳細は日本医療マネジメント学会ホームページから





医療と介護の連携で、
開かせよう地域包括ケアの花



２０２５年へのロードマップ
～医療計画と医療連携最前線～

• 武藤正樹著

• 医学通信社

• Ａ５判 ２２０頁、２６００円

• 地域包括ケア、医療計画、診
療報酬改定と連携、２０２５年
へ向けての医療・介護トピック
スetc

• ４月発刊

日野原先生にもお読みいただいています。

これは
良く分
かる



まとめと提言

・課題はあるにせよ地域医療構想策定が始まった
次期7次医療計画へむけて構想策定へ向けて歩を進めよう。

・2016年診療報酬改定も、7対１の要件厳格化、地域包括ケ

ア病棟のあり方、慢性期病床のあり方が重点課題となるだろ
う。・

・医療と介護を結ぶ人材の教育研修に医療福祉連携講習を活用しよう



第１７回

日本医療マネジメント学会学術総会

大阪でお会い
しましょう！



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして
います

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

